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答弁者 

質問項目 

令和８年８月２１日 

午前１１時５１分 

受 

付 

No.１１ 

一 般 質 問 通 告 書 

市長・教育長等 

下記の件について、質問いたしたく通告いたします。 

多摩市議会議長 三階 道雄 殿 

１ 物価高騰下における公有財産の有効活用と経営改革について 

２ 主要事業の優先順位決定プロセスと市民への説明責任につい

て 

３ 主要事業を着実に推進するための技術系職員の確保と体制強

化について 

 

 

    

令和８年８月 21日 

多摩市議会議員 しらた 満 
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項 目 別 質 問 内 容 

１ 物価高騰下における公有財産の有効活用と経営改革について 

現在、物価高騰や建設コストの著しい上昇により、市の財政や事業運営は大変

厳しい局面にあります。今、行政に強く求められているのは、単に国の補助金

や支援を待つだけの姿勢ではなく、自前の「公有財産（資産）」を整理し、自

ら新たな財源を生み出していくさらなる自主経営の構築が不可欠であります。

諏訪 2丁目 14番 1の土地のように、5億 1,000万円もの貴重な公金を投じなが

ら、医療機関の誘致といった当初目的での活用が困難となり、現在はコインパ

ーキング等の暫定利用にとどまっている市有地が存在します。 

現在、本市でも会計上の固定資産台帳は公表されていますが、実際の現場の利

用状況やリアルな評価額を含めた「公有財産の一覧・全体像」は、市民はもち

ろん議員であっても容易に把握できる状況にはありません。 

経営が厳しい時だからこそ、こうした資産を全庁的な判断で整理し、評価額や

路線価等で資産価値を可視化した上で、売却や定期借地などにより「使える財

源」へ変えていく経営改革が必要不可欠です。本市の認識と今後の方針につい

て、以下質問いたします。 

（1）本市が保有する公有財産のうち、未利用地およびコインパーキング等の

暫定利用にとどまっている土地の箇所数・面積、および路線価換算等による概

算の総額（資産価値）はどのくらいか、伺います。 

 

（2）当初目的が失われた土地や活用が進んでいない公有財産について、単な

る全庁的な検討にとどめず、「いつまでに・どの程度整理し財源化するのか」

という期限や数値目標、ならびに民間のプロの知見を導入した具体的な推進ス

キームを早急に構築すべきと考えます。市として最初にどのような具体的着手

（初動）を行う方針か伺います。 

 

２ 主要事業の優先順位決定プロセスと市民への説明責任について 

進行中の給食センターのように、建替え整備基本計画（素案）が策定され着実

に進む事業がある一方で、現場には長年置き去りにされている課題も存在しま

す。かつて竜ヶ峰小学校の統廃合・売却に伴い、百草団地周辺から第二小学校

へ通う子どもたちの安全確保のために着手された「中和田通り」の整備は、20

年が経過した今も未完了のまま、草木が生い茂る状態で放置されています。 

一方で、第三小学校の建て替え事業のように、最初の意見聴取以降、途中経過

の説明や情報発信が途絶え、地域住民が不安を抱えているケースも見受けられ

ます。 財源や人員に限りがある今だからこそ、市がどのような基準で主要事

業の「優先順位」を決め、進行管理を行っているのか。そして、経過を放置せ

ず、市民へ進捗を可視化して伝える「説明責任の仕組み」をどのように構築す

るのか、市の見解について、以下質問いたします。 
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項 目 別 質 問 内 容 

（1）基本方針が策定され進行する給食センター等の事業がある一方で、20年

経過した中和田通りのように停滞する事業もある。多摩市の主要事業における

優先順位の決定プロセスと全体の進行管理はどうなっているのか伺います。 

 

 （2）第三小学校の建て替えを含め、最初の意見聴取以降、途中経過の説明会や 

情報発信が途絶えている理由は何か。進捗状況を市民に分かりやすく可視化し

説明する仕組みをどう構築するのか伺います。 

 

（3）学校給食センター建替え基本計画に向けて食器選定に向けた動向につい

て、伺います。 

 

（4）学校給食センターの米飯実施と災害時の炊き出し機能について、伺いま

す。 

 

３ 主要事業を着実に推進するための技術系職員の確保と体制強化について 

これらの主要事業を現場で実際に動かす「人＝技術系職員の体制強化」につい

てお伺いします。 現在、技術職の確保は国全体で危機的状況にあります。 

人事院の最新発表によると、国家公務員採用試験における技術系の合格者はわ

ずか 1,180人に留まり、3年連続で採用予定数を下回りました。さらに国土交

通省等の試算においても、団塊ジュニア世代の退職がピークを迎える「2030年

には、膨大な建設技能者・技術者が不足する」という構造的な課題（2030年問

題）が目前に迫っています。 国でさえ 3年連続で定員割れを起こし、2030年

に向けて深刻な人手不足が確実視される中、地方自治体である本市が土木・建

築等の技術系職員を確保し、現場の技術力を維持していくことがいかに至難の

業であるかは明白です。 本市においても外部コンサルタントや委託化が加速

する中、どれほど外部に頼ろうとも、発注者である市職員自身に「現場の技術

力」や「事業を見極める目」がなければ、工事の遅延やコスト増加を防ぐこと

はできません。 私たちがどれほど公有財産を整理して財源を作り（質問 1）、

事業の優先順位を整理したとしても（質問 2）、現場を動かす技術職員の体制が

崩れてしまえば、20年止まっている通学路のような事態を解消することは不可

能です。 国全体が二重の技術者危機にある今だからこそ、多摩市として技術

系職員の確保・育成、そして「直営としての事業管理能力」をどう維持・強化

していくのか。全庁的な行政経営としての見解を以下、質問いたします。 

（1）道路整備や学校建て替え、公共施設再編などの主要事業を滞りなく推進

するための、本市における土木・建築等の技術系職員の充足状況と、現場での

技術力維持・技術継承の課題をどう認識しているか伺います。 

（2）外部委託化が加速する中、直営としての事業管理能力を高め、工事の遅
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項 目 別 質 問 内 容 

延を防ぐための技術系職員の確保・育成と体制強化に向けた方針を伺う。 

 

 

資料要求欄（資料要求がある場合は、以下に記入してください。） 

①「本市が保有する公有財産のうち、未利用地及び暫定利用にとどまっている

土地（行政財産・普通財産を問わない）について、1箇所数、2合計面積

（㎡）、3現行の路線価等による概算資産価値（総額）はそれぞれいくらか。 

該当する土地の一覧資料（所在地、面積、現在の利用状況、路線価評価額）。 

 

 

 

 


